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　Dismissal is the one-sided manifestation of intent when an employer requests termination of a labor 
contract. Civil Code Section 627 provides that “ If the parties have not speciﬁed the term of employment, 
either party may request to terminate at any time.” But, indeed, the power between the employer and the 
employee is not equal. Because dismissal affects the employee’s life very seriously, the employer has been 
restricted on matters of dismissal by the Labor Standard Act, the Labor Union Act, Labor Contract, court 
precedent, and so on.
　In this article, I consider whether the system of lifetime employment and the court precedent that 
dismissal is invalid when the employer has abused the right of dismissal are suitable or not with in the 
present system, and so on.
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労働関係法（National Labor Relations Act: NLRA）21に
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20　 20 U.S.C.§20 （1976）.　FLSAの州及び地方公共団体
への適用については、Garcia v. San Antonio Metropolitan 























Contract Services v. NLRB, 142 LRRM 2272 （8th cir. 1993） 
など。






24　 Amaan v. City of Eureka, 615 S.W.2d 414, 415 （Mo. 1981） 
（en banc）, cert. denied, 454 U.S. 1084 （1981）; 53 AM. JuR. 
2D Master & Servant § 43 （1970）. たとえば、Thomas G. 
Lemley, “Employment at Will: Missouri Recognizes the Public 



































29　 ニュージャージー州最高裁判所は、Wooley v. Hoff-






















のほか、McDonald v. Mobil Coal Producing, Inc., 789 P.2d 
866 （1990）や、アメリカ労働局HPのArchival Information
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後にも、人員整理においては契約の性質上正規雇用労働
者に劣後した地位にあることを認めている。たとえば、
日立メディコ柏工場事件（最一小判昭和61・12・4判時
1221号134頁）、旭硝子船橋工場事件（東京高判昭和58・9・
20労民34巻5－6号99頁）。しかし、正規雇用労働者と変
わらない業務に従事し、契約を反復更新されて15年近く
雇用されていたなどの事情があれば、企業には有期労働
契約の実態に即して解雇回避努力義務が課せられ、希望
退職者の募集などの措置を講ずるべきとされている（三
洋電機事件・大阪地判平成3・10・22労判595号9頁）。
44　 たとえば、内閣府が平成18年7月に発行した『年次経
済財務報告』「第2節　日本企業の特徴と変化」を参照。　
http://www5.cao.go.jp/j-j/wp/wp-je06/06-00202.html（最終ア
クセス平成26年1月31日）
45　 整理解雇規制を部分的に緩和する傾向を示す裁判例
について紹介したものとして、盛誠吾「整理解雇法理の
意義と限界」労働旬報1497号6頁や、土田道夫「整理解雇」
労働百選第7版170頁を参照。
46　 たとえば、大阪暁明館事件（大阪地判平成7・10・20（労
判685号49頁）。
47　 土田道夫、石田信平「解雇規制をめぐる効率と公正」
『労働者の権利』270号10－15頁。
48　 ゼネラルセミコンダクター・ジャパン事件（東京地判
平成15・8・27）ほか。
49　 その他にも、たとえば、非正規雇用の労働者も強制
的に社会保険に加入させ、最低賃金を引き上げるといっ
たことを立法政策で行なうなどして、非正規雇用の労働
者のコストを上げれば、正規雇用した方がコスト的に安
くなると言う状況が発生し、企業は正規雇用するように
なるのではないだろうか。
50　 企業は、非正規雇用の労働者を雇用の繁忙や専門性
に応じて適宜活用できるのであるから、非正規雇用の時
間当たりの賃金は、社会保険料を含め、正規雇用の労働
者の賃金と同程度ないしそれ以上に設定する必要があ
る。しかし実際にはそうなっていないため、雇用のコ
ストを減らすために、企業は、非正規雇用の労働者ば
かり雇用することになるのであり、正規雇用と非正規
雇用の賃金格差が固定化することにもつながっている。
非正規雇用の労働者は、企業にとって、便利、安価で、
容易に解雇できる都合の良い労働者なのである。平成24
年8月に公布された労働契約法改正では、労働者に対す
る不利益な雇止めを無効とする過去の判例法理の法定
化、有期労働契約が通算で5年を超えた場合、労働者が
希望するとき、労働契約を無期に転換する「無期労働契
約への転換」の促進、無期雇用労働者（正規雇用の労働
者）と異なる不合理な労働条件（例えば賃金や教育機会）
の禁止が規定されている。このうち、不利益な雇止め無
効は公布と同時に施行され、無期労働契約への転換と
不合理な労働条件の禁止は平成25年4月から施行されて
いる。平成25年4月から「5年」のカウントがスタートし、
この改正の問題点が現実化するのは平成30年からだが、
現状のままでは、有期契約労働者が無期労働契約への転
換を申し入れる前に雇止めとなる場合が増加する懸念
がある。（厚生労働省「労働契約法改正のあらまし」3－
11頁　http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_
roudou/roudoukijun/keiyaku/kaisei/dl/pamphlet.pdf）（最終ア
クセス平成26年1月31日）。
51　 ワークシェアリングは、パートタイム労働者とフル
タイム労働者の待遇が同一でなければ成立しえない。ま
た、フルタイム労働者が既得権を保持している現状で
は、ワークシェアリングの浸透は現実的ではない。

